
    Press Release 

報道関係者 各位

令和２年度の国民年金の加入・保険料納付状況について 
～ 令和２年度の最終納付率は 77.2％ ～ 

厚生労働省では、このほど、令和２年度の国民年金の加入・保険料納付状況を取りまと

めましたので公表します。 

本資料には、未納分を遡って納付できる過去２年分を集計した「最終納付率」等につい

てまとめています。 

国民年金保険料の納付率は、納付義務がどれだけ果たされているか、という納付状況を

見るための指標であり、納付対象月数に対する納付月数の割合として算出しています。 

なお、「現年度納付率」及び「過年度１年目納付率」は納付状況の途中経過を示すもので

あり、「最終納付率」が最終的な納付状況を表す指標となります。 

○ 令和２年度の最終納付率※（平成 30 年度分保険料）は、77.2％

（前年度から 0.9 ポイント増）

・ 平成 24 年度の最終納付率（平成 22 年度分保険料）から８年連続で上昇

・ 統計を取り始めた平成 16 年度の最終納付率（平成 14 年度分保険料）以降、

最高値

（※）令和２年度の最終納付率：平成 30 年４月分～平成 31 年３月分の保険料納付対象月数の

うち、令和３年４月末までに納付された月数の割合。 

なお、途中経過を示す指標として、令和２年度の現年度納付率（令和２年度分保険

料）は 71.5％（前年度から 2.2 ポイント増）となっており、平成 23 年度の現年度納

付率（平成 23 年度分保険料）から９年連続で上昇している。 
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令和３年６月 

厚生労働省年金局 

 

令和２年度の国民年金の加入・保険料納付状況 

～ 令和２年度の最終納付率は 77.2％ ～ 
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Ⅰ 令和２年度の被保険者の状況 

 

１ 国民年金被保険者の動向 

○ 国民年金第１号被保険者数（任意加入被保険者数を含む。）は、令和２年度末で 1,449 万

人と、前年度末と比べ４万人減少している。 

○ 令和２年度末の公的年金加入者数は 6,740 万人となっている。このうち、未納者数は 115

万人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(年度末現在、単位：万人)

法　定
免除者

申請全額
免 除 者

学生納付
特 例 者

納　付
猶予者

申請3/4
免除者

申請半額
免除者

申請1/4
免除者

平成27年度 1,668 1,645 576 135 230 172 40 47 25 15 7 - 23 4,129 3,686 - 915

28 1,575 1,554 583 135 221 176 51 43 22 14 7 - 21 4,266 3,822 29   889

29 1,505 1,486 574 134 211 176 53 41 21 13 7 - 20 4,358 3,911 38   870

30 1,471 1,452 574 135 205 179 55 40 20 13 7 - 19 4,428 3,981 43   847

令和元年度 1,453 1,434 583 136 212 180 55 41 20 13 7 1       19 4,488 4,037 47   820

２ 1,449 1,431 609 139 235 177 58 36 19 11 6 1       19 (4,498) 4,047 53   793

第１号
被保険者
(任意加
入含む)

厚生年金被
保険者（第
２号被保険

者等）

第 ３ 号
被保険者

任意加入
被保険者

（再掲）
厚生年金保険

（第１号）
被保険者

（再掲）全額免除・猶予者 （再掲）一部免除者
短時間

労働者

第１号被保険者

（再掲）
産前産後
免除者

179 157 138 125 115

583 574 574 583 609

813 774 759 746 726

4,266 4,358 4,428 4,488 4,498

889 870 847 820 793
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（単位：万人）

平成

未納者

国民年金第３号
被保険者

厚生年金被保険
者（国民年金第２
号被保険者等）

納付者等

全額免除・猶予者
国民年金
第１号
被保険者

(6,740)6,7626,7466,7336,731

( )

令和

表１ 国民年金被保険者数の動向 

注１ 「厚生年金被保険者」は、国民年金第２号被保険者のほか、65 歳以上で老齢又は退職を支給事由とする年金給付の受給権者を含む。 

注２ 厚生年金被保険者欄の（ ）内の数値は、第２～４号厚生年金被保険者数を令和元年度末の実績とした場合の暫定値である。 

注１ 未納者とは、国民年金第１号被保険者であって 24 か月の保険料が未納となっている者。 

注２ 納付者等の人数は国民年金第１号被保険者数から未納者数、全額免除・猶予者数を差し引いて算出したもの。 

注３ 上記の数値は、それぞれ四捨五入しているため合計とは一致しない場合がある。 

図１ 公的年金加入者数の推移 
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２ 第１号被保険者の動向 

（１）第１号被保険者の資格取得者数の状況 

○ 令和２年度の資格取得者数の第１号被保険者数に対する割合は 31.6％となっている。 

○ 第１号被保険者の資格取得者においては、第２号被保険者から第１号被保険者となる者

が引き続き多い。 

 

 

 

 

 

（２）第１号被保険者の年齢構成の変化 

○ 令和２年度末の第１号被保険者の年齢構成をみると、20～24 歳の全体に占める割合が

23.6％と最も大きく、次に 55～59 歳が 13.5％となっている。 

 

   

 
 

（単位：万人）

平成28年度 1,575 469 29.8 311 53 102

29 1,505 475 31.6 321 49 100

30 1,471 500 34.0 343 49 104

令和元年度 1,453 505 34.7 345 46 109

２ 1,449 459 31.6 310 44 102

（再　掲）第１号
被保険者数
（年度末）

資　格
取得者数

（年度累計）
割　合
（％）

第２号から
の移行者等

第３号から
の移行者

20歳到達者

20.0 20.1 20.2 20.7 21.0 21.5 22.1 22.8 23.2 23.6 

10.4 10.4 10.1 9.8 9.4 9.2 8.8 8.6 8.7 8.5 

10.0 9.9 9.9 9.7 9.5 9.2 9.0 8.6 8.4 8.1 

11.4 11.1 10.9 10.5 10.3 10.2 10.0 9.8 9.4 9.3 

11.6 11.9 12.2 12.2 12.1 11.9 11.5 11.1 10.7 10.4 

9.9 10.6 11.1 11.6 12.1 12.7 13.0 13.1 13.0 12.8 

10.3 10.3 10.5 10.8 11.1 11.1 11.5 12.0 12.4 12.7 

14.9 14.3 13.9 13.5 13.4 13.1 13.1 13.0 13.1 13.5 

1.5 1.3 1.2 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 

0

20

40

60

80

100

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

(％)

平成 （年度）

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60歳以上

令和

注 資格取得者数には、上記の再掲に示した者以外に、任意加入被保険者の資格取得者等が含まれるため、その数は再掲の 

合計とは一致しない。 

図２ 第１号被保険者の年齢構成の推移（年度末現在） 

注１ 第１号被保険者には任意加入被保険者を含んでいる。 

注２ 抽出統計調査（抽出率 1/100）による数値である。 

39.4     39.3     39.3     39.3   39.3     39.3     39.2     39.2     39.2     39.3 平均年齢(歳) 

表２ 第１号被保険者の資格取得理由別被保険者数 
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Ⅱ 令和２年度の保険料納付状況 

１ 保険料納付状況 

（１）納付率等の推移 

 

 

 

 

 

○ 令和２年度の最終納付率（平成 30 年度分保険料）は 77.2％となり、令和元年度の最終

納付率（平成 29 年度分保険料）から 0.9 ポイント伸びている。 

  なお、納付対象月数が前年度に比べ減少しているが、これは第１号被保険者数の減少等

によるものである。 

  また、令和２年度の最終納付率（平成 30 年度分保険料）を平成 30 年度の現年度納付率

（平成 30 年度分保険料）と比較すると、9.0 ポイントの上昇となっている。 

 

 

 

 

 

（単位：万月）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成26年度分保険料 平成27年度分保険料 平成28年度分保険料 平成29年度分保険料 平成30年度分保険料

13,370 12,682 11,703 10,837 10,391

(△ 5.4) (△ 5.1) (△ 7.7) (△ 7.4) (△ 4.1)

9,651 9,276 8,735 8,270 8,018

(△ 2.6) (△ 3.9) (△ 5.8) (△ 5.3) (△ 3.0)

平成28年度分保険料 平成29年度分保険料 平成30年度分保険料 令和元年度分保険料 令和２年度分保険料

注　納付対象月数及び納付月数の（　）内数値は、対前年度比（％）である。

最終納付率（％）

現年度納付率（％）

77.272.2 73.1 74.6 76.3

71.5

納付対象月数

納付月数

65.0 66.3 68.1 69.3

66.9 67.4 68.2 

72.4 
70.8 

68.6 
66.8 

65.3 64.5 65.1 
67.8 

70.1 
72.2 73.1 

74.6 
76.3 77.2 

62.8 63.4 63.6

67.1 66.3
63.9

62.1
60.0 59.3 58.6 59.0

60.9
63.1 63.4

65.0 66.3
68.1 69.3

71.5
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表３ 納付率、納付対象月数及び納付月数の推移 

図３ 納付率の推移 

注１ 納付率（％）＝ 
納付月数

納付対象月数
 ×100 

納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数、申請全額免除月数、学生納付特例月

数、納付猶予月数及び産前産後免除月数を含まない。）であり、納付月数はそのうち実際に納付された月数である。 

注２  保険料は過去２年分の納付が可能であり、最終納付率とは、過年度に納付されたものを加えた納付率である。 

年度は保険料対象年度 

○ 国民年金保険料の納付率は、納付義務がどれだけ果たされているか、という納付状況を

みるための指標であり、納付対象月数に対する納付月数の割合として算出している。 

○ 納付状況の途中経過を示すものとして、現年度納付率、過年度１年目納付率があるが、

最終的な納付状況を見るための指標としては最終納付率（過年度２年目納付率）が適当。 
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（２）納付月数の推移 

○ 令和２年度中に納付された保険料（現年度分及び過年度分）は 7,739 万月分であり、そ

のうち現年度分は 7,074 万月分、過年度分は 664 万月分となっている。 

 

（単位：％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

65.04 71.52 74.64

(6.48) (3.13)

66.34 73.44 76.31

(7.10) (2.87)

68.12 74.95 77.16

(6.83) (2.22)

69.25 75.63

(6.38)

71.49
令和２年度分保険料

平成28年度分保険料

平成29年度分保険料

平成30年度分保険料

令和元年度分保険料

（単位：万月）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

納付対象月数 12,046 11,737 11,703

納付月数 7,835 8,394 8,735

納付対象月数 11,164 10,877 10,837

納付月数 7,406 7,988 8,270

納付対象月数 10,697 10,419 10,391

納付月数 7,287 7,809 8,018

納付対象月数 10,273 10,008

納付月数 7,114 7,569

納付対象月数 9,895

納付月数 7,074

注　各年度末時点で把握した当該年度分の納付対象月数及び納付月数である。

令和元年度分保険料

令和２年度分保険料

平成28年度分保険料

平成29年度分保険料

平成30年度分保険料

（単位：万月）

総納付月数 8,880 8,339 8,210 7,917 7,739

現年度分納付月数 7,835 7,406 7,287 7,114 7,074

過年度分納付月数 1,045 933 923 803 664

前年度分 611 559 582 522 455

前々年度分 434 374 341 281 209

令和２年度平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

表４ 現年度分及び過年度分を加えた納付率の推移 

注１ 各年度末時点で把握した当該年度分の納付率である。 

注２ （ ）内は前年度からの伸びである。 

 

表５ 納付対象月数及び納付月数の推移（過年度分含む） 

表６ 納付月数の推移 

注 当該年度中に納付された保険料にかかる納付月数である。 
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（３）年齢階級別の納付率等 

○ 令和２年度の最終納付率（平成 30 年度分保険料）を５歳階級別にみると、おおむね年齢

が上がるにつれて高くなっている。平成 30 年度の現年度納付率（平成 30 年度分保険料）

と比較すると、若い年齢階級での上昇幅が大きい。 

 

 
 
 

 

 

78.02 

68.59 
71.14 

74.94 
76.20 77.16 76.80 

84.12 

63.99 

56.32 

60.90 

64.91 

68.67 68.25 

69.70 

77.48 
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（％）

年齢階級

令和２年度の最終納付率（平成30年度分保険料）

平成30年度の現年度納付率（平成30年度分保険料）

令和２年度の最終納付率（平成30年度分保険料）（77.16％）
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令和２年度の最終納付率（平成30年度分保険料）

令和元年度の最終納付率（平成29年度分保険料）

図４ 年齢階級別最終納付率 

注 年齢は平成 30 年度末時点。 

 

図５ 出生年度別最終納付率 
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 3/4免除対象  半額免除対象  1/4免除対象

納付対象月数
（万月）

13,370 12,228 1,143 545 377 221

納付月数
（万月）

9,651 9,040 611 338 186 87

最終納付率
(％)

72.18 73.93 53.47 61.99 49.37 39.39

納付対象月数
（万月）

12,682 11,628 1,055 507 345 203

納付月数
（万月）

9,276 8,694 582 324 175 83

最終納付率
(％)

73.14 74.77 55.20 63.88 50.88 40.83

納付対象月数
（万月）

11,703 10,810 893 421 296 177

納付月数
（万月）

8,735 8,225 510 277 157 76

最終納付率
(％)

74.64 76.09 57.11 65.85 52.95 43.25

納付対象月数
（万月）

10,837 10,046 791 368 264 159

納付月数
（万月）

8,270 7,797 473 252 147 74

最終納付率
(％)

76.31 77.61 59.81 68.39 55.86 46.51

納付対象月数
（万月）

10,391 9,651 740 344 246 150

納付月数
（万月）

8,018 7,558 460 244 143 73

最終納付率
(％)

77.16 78.31 62.18 70.84 58.25 48.72

平成30年度
（平成28年度
分保険料）

令和元年度
（平成29年度
分保険料）

令和２年度
（平成30年度
分保険料）

注　「定額保険料納付」とは、納付対象月数のうち一部免除（３／４免除、半額免除、１／４免除）以外のもの、すなわち、年度ごと
　　に決められる定額保険料を全額納付すべき月数に係るものである。

総　　数 定額保険料
納　　　付

一部免除
合　　計

平成28年度
（平成26年度
分保険料）

平成29年度
（平成27年度
分保険料）

表７ 免除状況別最終納付率の推移 
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Ⅲ 地域別の保険料納付状況 

（１）都道府県別の保険料納付状況 

○ 保険料の納付状況を都道府県別にみると、令和２年度の最終納付率（平成 30 年度分保

険料）が高かった上位３県は、島根、新潟、富山となっている。反対に低かった下位３都

府県は、沖縄、大阪、東京となっている。 

○ 前年度の最終納付率との変化に着目すると、全ての都道府県で上昇している。 

○ 最終納付率の上昇幅が大きかった上位３県は、沖縄、山梨、長崎となっている。 

 

 

 

順位 順位 （％） 順位

全 国 10,837 8,270 76.31 10,391 8,018 77.16 　 0.85

北 海 道 397 305 76.75 32 379 294 77.59 34 　 0.84 19

青 森 県 97 77 79.62 25 90 73 80.61 24 　 1.00 15

岩 手 県 89 75 84.90 5 84 72 85.45 5 　 0.55 39

宮 城 県 180 140 77.87 30 171 134 78.70 30 　 0.83 21

秋 田 県 65 55 84.24 6 61 51 84.87 7 　 0.64 32

山 形 県 77 66 84.98 4 73 62 85.75 4 　 0.76 27

福 島 県 137 107 78.64 27 127 101 79.71 26 　 1.07 11

茨 城 県 273 202 73.90 42 258 192 74.57 43 　 0.67 31

栃 木 県 177 130 73.58 43 166 123 74.42 44 　 0.84 20

群 馬 県 178 136 76.57 33 168 130 77.17 35 　 0.60 36

埼 玉 県 693 514 74.14 41 668 499 74.70 42 　 0.56 38

千 葉 県 567 423 74.61 39 543 411 75.63 39 　 1.02 14

東 京 都 1,550 1,126 72.64 45 1,510 1,108 73.39 45 　 0.75 28

神 奈 川 県 860 648 75.30 38 829 632 76.24 38 　 0.95 16

新 潟 県 158 137 86.73 2 149 130 87.51 2 　 0.78 25

富 山 県 73 62 85.83 3 70 60 86.27 3 　 0.44 41

石 川 県 85 72 84.21 7 81 69 85.08 6 　 0.87 18

福 井 県 55 46 83.94 8 52 44 84.87 8 　 0.92 17

山 梨 県 75 61 80.16 21 71 59 82.09 15 　 1.92 2

長 野 県 172 143 83.03 9 164 137 83.77 10 　 0.75 29

岐 阜 県 171 141 82.15 12 163 134 82.49 12 　 0.35 44

静 岡 県 309 246 79.79 23 291 236 80.93 23 　 1.14 7

愛 知 県 661 518 78.46 28 633 501 79.05 28 　 0.59 37

三 重 県 150 120 79.75 24 143 115 80.48 25 　 0.73 30

滋 賀 県 107 87 81.32 15 103 84 82.15 13 　 0.83 22

京 都 府 224 175 78.32 29 217 171 78.94 29 　 0.62 33

大 阪 府 781 541 69.26 46 753 532 70.60 46 　 1.34 4

兵 庫 県 438 335 76.50 34 422 327 77.62 33 　 1.11 8

奈 良 県 110 89 80.74 17 105 86 81.55 17 　 0.81 23

和 歌 山 県 85 70 82.80 11 81 68 83.89 9 　 1.09 9

鳥 取 県 37 31 82.99 10 35 30 83.35 11 　 0.36 43

島 根 県 40 35 87.68 1 38 33 87.86 1 　 0.18 46

岡 山 県 135 108 80.28 20 130 105 81.06 20 　 0.77 26

広 島 県 208 167 80.47 19 200 163 81.27 19 　 0.80 24

山 口 県 91 74 81.48 14 87 72 82.09 14 　 0.61 35

徳 島 県 54 42 78.99 26 51 41 79.20 27 　 0.21 45

香 川 県 69 56 81.57 13 66 54 81.59 16 　 0.01 47

愛 媛 県 98 79 80.96 16 94 76 81.37 18 　 0.41 42

高 知 県 55 44 80.54 18 52 42 80.99 22 　 0.44 40

福 岡 県 379 283 74.56 40 367 278 75.60 40 　 1.04 13

佐 賀 県 61 49 79.95 22 58 47 81.03 21 　 1.08 10

長 崎 県 106 77 73.20 44 99 74 74.89 41 　 1.70 3

熊 本 県 139 108 77.37 31 133 103 77.99 31 　 0.62 34

大 分 県 73 55 75.52 37 70 53 76.58 37 　 1.06 12

宮 崎 県 79 60 75.71 36 74 57 77.06 36 　 1.34 5

鹿 児 島 県 106 81 76.50 35 101 78 77.81 32 　 1.31 6

沖 縄 県 116 74 63.80 47 111 74 66.74 47 　 2.94 1

対象月数
（万月）

都道府県
納付月数
（万月）

納付率
(％)

令和元年度最終納付率
（平成29年度分保険料）

対象月数
（万月）

納付月数
（万月）

納付率
(％)

令和２年度最終納付率
（平成30年度分保険料）

納付率の変化

表８ 都道府県別最終納付率の変化 



 

8 

 

 

 

 

  

順位 順位 順位 順位 順位

全 国 77.16 2.22 75.63 6.38 71.49

北 海 道 77.59 34 2.20 18 76.16 32 6.26 18 72.28 32

青 森 県 80.61 24 2.20 19 79.11 24 6.19 22 74.85 24
岩 手 県 85.45 5 1.90 34 83.72 6 6.01 25 79.56 8
宮 城 県 78.70 30 2.18 20 77.38 30 6.90 9 73.07 30
秋 田 県 84.87 7 1.82 37 83.52 7 5.46 34 79.90 6
山 形 県 85.75 4 1.72 42 84.51 4 5.51 31 80.84 4
福 島 県 79.71 26 2.16 22 78.25 26 7.24 5 74.05 26
茨 城 県 74.57 43 1.95 31 73.31 41 5.50 33 69.85 40
栃 木 県 74.42 44 2.17 21 73.10 42 5.56 30 69.86 39
群 馬 県 77.17 35 1.53 46 76.13 33 5.04 46 73.17 29
埼 玉 県 74.70 42 2.16 23 72.91 44 5.97 26 69.00 41
千 葉 県 75.63 39 2.21 16 74.27 39 6.12 23 70.09 38
東 京 都 73.39 45 2.28 11 71.62 45 6.84 10 67.12 45
神奈 川県 76.24 38 2.23 15 74.85 37 6.44 14 71.07 36
新 潟 県 87.51 2 1.68 43 86.52 2 5.27 39 83.08 2
富 山 県 86.27 3 1.28 47 85.49 3 4.14 47 82.41 3
石 川 県 85.08 6 1.77 40 83.98 5 5.07 45 80.31 5
福 井 県 84.87 8 2.13 24 83.45 8 5.63 29 79.69 7
山 梨 県 82.09 15 2.25 13 81.24 12 6.38 15 78.02 11
長 野 県 83.77 10 1.89 35 82.38 10 5.33 36 78.86 10
岐 阜 県 82.49 12 1.62 45 81.15 13 5.14 41 77.69 13
静 岡 県 80.93 23 2.10 26 79.91 19 5.81 27 76.62 16
愛 知 県 79.05 28 1.81 38 77.47 28 5.37 35 73.64 27
三 重 県 80.48 25 1.94 32 79.24 23 5.09 44 76.03 17
滋 賀 県 82.15 13 2.21 17 81.06 14 6.20 21 77.24 14
京 都 府 78.94 29 1.93 33 77.45 29 6.29 17 72.90 31
大 阪 府 70.60 46 2.98 3 68.95 46 7.95 2 64.09 46
兵 庫 県 77.62 33 2.28 10 75.95 34 6.21 20 71.49 34
奈 良 県 81.55 17 2.00 27 80.20 16 6.33 16 75.83 22
和歌 山県 83.89 9 2.13 25 82.92 9 6.07 24 79.17 9
鳥 取 県 83.35 11 1.80 39 81.75 11 5.50 32 77.98 12
島 根 県 87.86 1 1.64 44 86.59 1 5.10 43 83.33 1
岡 山 県 81.06 20 2.26 12 79.29 22 6.44 13 75.01 23
広 島 県 81.27 19 2.23 14 79.94 18 6.21 19 75.96 19
山 口 県 82.09 14 1.96 30 80.71 15 5.29 38 77.07 15
徳 島 県 79.20 27 1.87 36 77.56 27 5.18 40 73.35 28
香 川 県 81.59 16 1.74 41 80.15 17 5.11 42 75.91 20
愛 媛 県 81.37 18 2.00 28 79.73 20 5.32 37 75.97 18
高 知 県 80.99 22 1.99 29 79.70 21 5.69 28 75.86 21
福 岡 県 75.60 40 2.57 5 73.59 40 7.55 3 68.16 44
佐 賀 県 81.03 21 2.48 8 78.96 25 6.60 12 74.15 25
長 崎 県 74.89 41 3.22 2 73.01 43 7.17 7 68.55 43
熊 本 県 77.99 31 2.48 7 75.79 35 6.99 8 70.87 37
大 分 県 76.58 37 2.36 9 74.28 38 6.71 11 68.85 42
宮 崎 県 77.06 36 2.55 6 75.60 36 7.20 6 71.49 35
鹿児 島県 77.81 32 2.78 4 76.17 31 7.30 4 71.86 33
沖 縄 県 66.74 47 3.84 1 66.02 47 10.61 1 61.07 47

（平成30年度分保険料）

過年度１年目納付率 現年度納付率

（令和２年度分保険料）

納付率
(％)

都道府県
（令和元年度分保険料）

納付率
(％)

納付率
(％)

前年度からの伸び

(ポイント)

前年度からの伸び

(ポイント)

最終納付率

表９ 都道府県別の保険料納付状況 
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（２）市区町村規模別の保険料納付状況 

○ 保険料の納付状況を市区町村の規模別にみると、令和２年度の最終納付率（平成 30 年

度分保険料）は町村が最も高く、政令指定都市及び東京 23 区で低い傾向が見られる。 

○ 市区町村の規模別に最終納付率の前年度からの変化をみると、政令指定都市で 0.96 ポ

イント、東京 23 区で 0.72 ポイント、その他の市で 0.88 ポイント、町村で 0.79 ポイント

それぞれ上昇し、全ての市区町村規模で上昇している。 

 

 

 

 

  

全 国 合 計 10,837 8,270 76.31 10,391 8,018 77.16 △ 4.1 △ 3.0 0.85

政令指定都市 2,379 1,753 73.68 2,298 1,715 74.64 △ 3.4 △ 2.2 0.96

東 京 23 区 1,117 798 71.46 1,091 788 72.18 △ 2.3 △ 1.3 0.72

そ の 他 の 市 6,425 4,979 77.49 6,138 4,811 78.38 △ 4.5 △ 3.4 0.88

町 村 916 740 80.78 864 705 81.57 △ 5.7 △ 4.8 0.79

令和元年度から
令和２年度の変化

納付対象
月数

(万月)

納付月数
(万月)

納付率
(％)

納付対象
月数

(万月)

納付月数
(万月)

納付率
(％)

対象月数
の変化率

(％)

納付月数
の変化率

(％)

納付率
の差

(ポイント)

令和元年度最終納付率
（平成29年度分保険料）

令和２年度最終納付率
（平成30年度分保険料）

表１０ 市区町村の規模別最終納付率の変化 
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（参考１）都道府県別全額免除・猶予割合の変化 

 

 

 

 

（年度末現在、％）

令和元年度① 令和２年度② 差(②－①) 令和元年度 令和２年度

全　　国 40.6 42.6 1.9 2.8 2.5 

北 海 道 47.5 49.6 2.1 3.1 2.8 

青 森 県 48.8 50.1 1.3 4.1 4.0 

岩 手 県 41.9 43.4 1.5 3.3 2.8 

宮 城 県 42.6 44.6 1.9 2.7 2.4 

秋 田 県 45.6 46.4 0.8 3.4 2.9 

山 形 県 39.5 40.7 1.2 2.9 2.4 

福 島 県 44.0 45.7 1.7 2.4 2.2 

茨 城 県 37.4 38.8 1.4 2.7 2.5 

栃 木 県 37.9 40.0 2.1 2.3 2.2 

群 馬 県 37.6 40.0 2.5 2.6 2.3 

埼 玉 県 36.2 37.9 1.7 2.4 2.1 

千 葉 県 37.0 38.8 1.8 2.6 2.1 

東 京 都 32.5 35.0 2.4 2.0 1.9 

神奈川県 36.0 38.1 2.1 2.2 2.1 

新 潟 県 41.0 42.2 1.2 2.3 2.2 

富 山 県 37.9 38.7 0.8 2.0 1.7 

石 川 県 40.9 41.9 1.0 2.6 2.0 

福 井 県 39.3 40.6 1.3 2.6 2.0 

山 梨 県 38.1 40.4 2.4 3.0 2.4 

長 野 県 36.5 38.3 1.8 2.4 2.2 

岐 阜 県 36.3 38.0 1.7 2.5 2.1 

静 岡 県 35.5 38.0 2.4 2.2 2.1 

愛 知 県 35.2 37.2 2.0 2.3 2.0 

三 重 県 35.8 37.8 1.9 2.3 2.0 

滋 賀 県 41.1 42.8 1.7 2.6 2.2 

京 都 府 44.8 47.1 2.3 2.9 2.6 

大 阪 府 46.0 48.9 2.9 3.2 2.9 

兵 庫 県 46.1 47.5 1.3 3.5 3.1 

奈 良 県 46.2 47.9 1.8 2.8 2.5 

和歌山県 44.4 46.0 1.7 3.6 3.2 

鳥 取 県 46.5 47.7 1.2 3.0 2.8 

島 根 県 44.3 45.2 0.8 2.8 2.4 

岡 山 県 44.4 46.1 1.7 2.9 2.7 

広 島 県 43.0 44.6 1.5 2.8 2.5 

山 口 県 43.5 44.7 1.2 3.5 2.7 

徳 島 県 47.7 48.6 0.9 3.2 2.9 

香 川 県 43.0 43.6 0.7 2.8 2.3 

愛 媛 県 47.5 48.4 0.9 3.5 3.0 

高 知 県 48.2 49.2 0.9 4.0 3.3 

福 岡 県 48.5 50.3 1.8 4.2 3.5 

佐 賀 県 44.4 44.9 0.5 4.2 3.3 

長 崎 県 45.1 46.5 1.4 3.8 3.3 

熊 本 県 45.1 46.2 1.2 4.0 3.1 

大 分 県 49.1 50.2 1.1 3.8 3.0 

宮 崎 県 48.2 49.7 1.5 4.9 4.2 

鹿児島県 50.6 52.2 1.6 4.2 3.7 

沖 縄 県 57.3 60.8 3.5 5.2 4.6 

（参考）一部免除割合全額免除・猶予割合

注１ 全額免除・猶予割合（％）＝ 
法定免除者数＋申請全額免除者数＋学生納付特例者数＋納付猶予者数

第１号被保険者数（任意加入被保険者数を除く）
 ×100 

注２ 一部免除割合（％）＝ 
申請3/4免除者数＋申請半額免除者数＋申請1/4免除者数

第１号被保険者数（任意加入被保険者数を除く）
 ×100 



 

11 

 

（参考２）現年度納付率に係る状況 

１ 保険料納付状況（現年度分） 

（１）納付率等の推移 

 

 

  

82.5
83.7 84.3 84.7 85.2

85.7 85.7 85.5
85.3 84.5

82.9
79.6

76.6
74.5

73.0

70.9

62.8 63.4 63.6 

67.1
66.3

63.9 62.1 60.0 59.3

58.6 
59.0

60.9
63.1 63.4

65.0
66.3

68.1 69.3

71.5

66.9 
67.4 

68.2 

72.4 70.8 
68.6 

66.8 65.3 

64.5 65.1 

67.8 
70.1 

72.2 
73.1 

74.6 76.3 
77.2 

0

50

100

150

200

250

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
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月
数
（
百
万
月
）

納
付
率
（
％
）

（年度）

納付対象月数（現年度分）

納付月数（現年度分）

現年度納付率

最終納付率

二
十
歳
以
上
の
学
生
を
強
制
適
用

学
生
納
付
特
例
の
導
入

新
法
施
行

免
除
基
準
改
正
・
半
額
免
除
の
導
入

保
険
料
収
納
事
務
を
国
が
一
元
的
に
実
施

届
出
が
な
い
場
合
の
手
帳
送
付
に
よ
る
資
格
取
得
の
手
続
き

（
い
わ
ゆ
る
「
職
権
適
用
」
）
開
始
（
二
十
歳
到
達
者
）

若
年
者
納
付
猶
予
の
導
入

多
段
階
免
除
の
導
入

納
付
猶
予
制
度
の
拡
大

昭和 平成 令和

産
前
産
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免
除
の
導
入

二
十
歳
到
達
時
の
資
格
取
得

の
手
続
き
を
原
則
不
要
化

段階的に

実施

納付率等の推移 

注１ 納付率（％）＝ 
納付月数

納付対象月数
 ×100 

納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数、申請全額免除月数、学生納付特例月

数、納付猶予月数及び産前産後免除月数を含まない。）であり、納付月数はそのうち当該年度中（翌年度４月末まで）に

実際に納付された月数である。 

注２  保険料は過去２年分の納付が可能であり、最終納付率とは、過年度に納付されたものを加えた納付率であるが、平成

13 年度分以前については把握していない。 

注３ 令和２年度末現在における法定免除者、申請全額免除者、学生納付特例者、納付猶予者及び産前産後免除者の割合は、

それぞれ 9.7％、16.5％、12.3％、4.1％、0.1％となっている。 

年度は保険料対象年度 
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（２）年齢階級別現年度納付率等 
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（
％
）

出生年度

令和２年度の現年度納付率（令和２年度分保険料）

令和元年度の現年度納付率（令和元年度分保険料）

年齢階級別現年度納付率 

出生年度別現年度納付率 
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２ 現年度納付率の変化に係る分析 

（１）被保険者属性別の現年度納付率の変化 

 令和２年度の現年度納付率と令和元年度の現年度納付率の変化を被保険者属性別にみる

と、「両年度とも納付対象月がある者のうち、２年間引き続き第１号被保険者である者」の

令和２年度の現年度納付率は 74.70％となっており、令和元年度と比べて 1.72 ポイント上

昇している。なお、「両年度とも納付対象月がある者」全体の令和２年度の現年度納付率は

73.67％となっており、令和元年度と比べて 1.99 ポイント上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

元年度中に60歳に到達し資格喪失した者
 　             　 納付率　82.50%（納付対象月数   170万月）

その他元年度中に資格喪失した者
　              　 納付率　67.95%（納付対象月数 1,048万月）

２年度に申請全額免除者である者
　　　　　　　　 　納付率　23.89%（納付対象月数 　257万月）

２年度に学生納付特例者である者等
　　　　　　　　　 納付率　23.93%（納付対象月数   221万月）

２年間引き続き第１号被保険者である者
  　　             納付率　72.98%（納付対象月数 6,910万月）

２年間引き続き第１号被保険者である者
  　　             納付率　74.70%（納付対象月数 6,814万月）

２年度中に60歳に到達した者
　　　             納付率　83.00%（納付対象月数 　299万月）

２年度中に60歳に到達した者
              　　 納付率　86.21%（納付対象月数 　167万月）

その他（この２年間に資格喪失、再取得した者等）
  　　             納付率　62.62%（納付対象月数 1,367万月）

その他（この２年間に資格喪失、再取得した者等）
  　　             納付率　67.39%（納付対象月数 1,458万月）

元年度に申請全額免除者であった者
　　 　　　　　　　納付率　46.14%（納付対象月数   163万月）

元年度に学生納付特例者であった者等
　　　　　　　　　 納付率　51.74%（納付対象月数   193万月）

20歳に到達した者   納付率　65.50%（納付対象月数   237万月）

２号からの移行者等 納付率　66.15%（納付対象月数　 571万月）

３号からの移行者　 納付率　80.62%（納付対象月数 　127万月）

その他          　 納付率　29.04%（納付対象月数 　167万月）

令和元年度の状況（納付率 69.25%） 令和２年度の状況（納付率 71.49%）

元年度に１号資格喪
失した者

元年度は納付対象
月があり、２年度

は全額免除・猶予の
者

　　　元年度のみ
　　　納付対象月がある者

　　　納付率　56.99%
　　　（納付対象月数　1,696万月）

両年度とも
納付対象月
がある者

納付率
71.68%

納付対象月数
8,576万月

両年度とも
納付対象月
がある者

納付率
73.67%

納付対象月数
8,438万月

２年度のみ
納付対象月がある者

納付率　58.91%
（納付対象月数　1,457万月）

元年度は全額免除・
猶予で、２年度は納
付対象月がある者

２年度に新規資格取
得した者

被保険者属性別の現年度納付率の変化 
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（２）現年度納付率の変化の影響度

 令和２年度の現年度納付率と令和元年度の現年度納付率の変化 2.24 ポイントに対する被

保険者属性別の影響度をみると、「両年度とも納付対象月がある者のうち、２年間引き続き

第１号被保険者である者」による影響度が 1.25 ポイントとなっている。なお、「両年度とも

納付対象月がある者」全体の影響度は 1.74 ポイントとなっている。 

納付対象月数
の変化による

影響度

納付率の変化
による影響度

影響度

① ② ①＋②

0.30 1.94 2.24

 元年度中に60歳に
 到達した者

△ 0.22  ・ △ 0.22

 その他元年度中に
 資格喪失した者

0.13  ・ 0.13

 ２年度に申請全額免除
者である者

1.14  ・ 1.14

 ２年度に学生納付特例
者である者等

0.97  ・ 0.97

0.06 1.19 1.25

△ 0.17 0.05 △ 0.11

△ 0.09 0.70 0.61

 元年度に申請全額免除
者であった者

△ 0.38  ・ △ 0.38

 元年度に学生納付特例
者であった者等

△ 0.34  ・ △ 0.34

 20歳に到達した者 △ 0.09  ・ △ 0.09

 ２号からの移行者等 △ 0.18  ・ △ 0.18

 ３号からの移行者 0.15  ・ 0.15

 その他 △ 0.68  ・ △ 0.68

注　「影響度」は、被保険者属性別に、当該属性の納付対象月数の変化及び当該属性における納付率の変化が、令和２年度の
  現年度納付率と令和元年度の現年度納付率の変化（2.24ポイント）にどの程度影響したかを示したものである。

 合　計

被
保
険
者
属
性

 令和元年度のみ
 納付対象月がある者

 元年度に１号資格喪失した者

 元年度は納付対象月があり、
 ２年度は全額免除・猶予の者

 両年度とも
 納付対象月がある者

 ２年間引き続き第１号被保険者である者

 ２年度中に60歳に到達した者

 その他（この２年間に資格喪失、再取得した者等）

 令和２年度のみ
 納付対象月がある者

 元年度は全額免除・猶予で、
 ２年度は納付対象月がある者

 ２年度に新規資格取得した者

1.74 

現年度納付率の変化に対する被保険者属性別影響度 
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